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(別紙) 
 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領の一部改正 
（下線の部分は改正部分） 

改正後 現行 備考 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領 
制定 令和３年（2021年）６月10日付け農地第107号農政部長通知 

一部改正 令和７年（2025年）９月18日付け農地第 259号農政部長通知 

 

 

農地中間管理機構関連農地整備事業（以下「本事業」という。）の実施等については、土地改

良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という。）、農地中間管理機構関連農地整備事業実施要

綱（平成30年３月30日付け29農振第2689号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）及

び農地中間管理機構関連農地整備事業実施要領（平成30年３月30日付け29農振第2690号農林水産省

農村振興局長通知。以下「要領」という。）に定めるもののほか、この取扱要領の定めるところに

よるものとする。 

 

第１ 対象事業 

（省略） 

 

第２ 事業の発意等 

１ 本事業は、農業者等からの申請によらず北海道又は市町村の発意で行われる事業である

が、担い手への農地集積など地域の状況を把握している農地中間管理機構からの要請を受け

て事業を実施することができる。 

２ 事業の発意にあたっては、市町村、土地改良区、農業協同組合、担い手農家代表、農地中

間管理機構、農業改良普及センター及び総合振興局などの関係機関で設置する推進協議会に

おいて事業内容等、事業推進に必要な事項について協議し合意を得るものとする。 

３ 農地中間管理機構からの要請を受け北海道が事業を実施する場合は、道営土地改良事業の

開始手続等について（平成14年９月４日付け土指第696号農政部長通知）第５の１に基づき手

続きを行うものとする。 

 

第３ 事業実施主体 

農業経営高度化支援事業（運用の別表の区分欄の４の事業をいう。以下「高度化支援事

業」という。）の事業実施主体については、次のとおりとし、定めがない事業は、運用の第

４のとおりとする。 

 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領 
制定 令和３年（2021年）６月10日付け農地第107号農政部長通知 

全部改正 令和５年（2023年）９月１日付け農地第264号農政部長通知 

 

 

農地中間管理機構関連農地整備事業（以下「本事業」という。）の実施等については、土地改

良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という。）、農地中間管理機構関連農地整備事業実施

要綱（平成30年３月30日付け29農振第2689号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」とい

う。）及び農地中間管理機構関連農地整備事業実施要領（平成30年３月30日付け29農振第2690号

農林水産省農村振興局長通知。以下「要領」という。）に定めるもののほか、この取扱要領の定

めるところによるものとする。 

 

第１ 対象事業 

（省略） 

 

第２ 事業の発意等 

１ 本事業は、農業者等からの申請によらず北海道の発意で行われる事業であるが、担い手

への農地集積など地域の状況を把握している農地中間管理機構からの要請を受けて事業を

実施することができる。 

２ 事業の発意にあたっては、市町村、土地改良区、農業協同組合、担い手農家代表、農地

中間管理機構、農業改良普及センター及び総合振興局などの関係機関で設置する推進協議

会において事業内容等、事業推進に必要な事項について協議し合意を得るものとする。 

３ 農地中間管理機構からの要請を受ける場合は、道営土地改良事業の開始手続等について

（平成14年９月４日付け土指第696号農政部長通知）第５の１に基づき手続きを行うもの

とする。 

 

第３ 事業実施主体 

農業経営高度化支援事業（運用の別表の区分欄の４の事業をいう。以下「高度化支援事

業」という。）の事業実施主体については、次のとおりとする。 

 

 

 
 
 
改正日の修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
語句の追加 
 
 
 
 
 
語句の追加 
 
 
 
 
 
語句の追加 
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改正後 現行 備考 
１ 指導事業については、運用の第４の２の規定により、北海道土地改良事業団体連合会

又は市町村が実施することができるものとする。 

（以下省略） 

 

第４ 事業の計画等 

１ 運用第４の１における事業実施主体が北海道の場合においては、次のとおりとする。 

（１） 総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）は、事業計画作成に

あたっては、推進協議会において検討及び調整の上、内容を定めるものとする。 

（２） （省略） 

（３） （省略） 

（４） 総合振興局長等は、運用の第６に規定する集積・集団化等促進基盤整備計画（以下

「整備計画」という。）を作成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度

の前年度の10月末日までに農政部長に提出するものとする。 

 

（削除） 

 

（５） 市町村長は、高度化支援事業を実施する場合又は実施しようとする土地改良区、農業

協同組合若しくは農地所有適格法人等がある場合は、市町村高度化計画（別記第２号様式）

を作成し、別記第３号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日まで

に総合振興局長等に提出するものとする。 

（６） 北海道土地改良事業団体連合会会長又は市町村長は、指導事業を実施しようとする場

合は、農業経営高度化支援事業（指導事業）事業計画（別記第４号様式）を作成し、別記第

５号様式に添えて、事業の実施を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に

提出するものとする。ただし、複数の総合振興局又は振興局の区域を対象として事業を行う

場合は、農政部長に提出するものとする。 

（７） 農政部長は、（６）のただし書きにより事業計画を受理したときは、関係する総合振

興局長等に通知するものとする。 

（８） 水田貯留支援事業又は水田貯留推進事業を実施しようとする場合、事業実施主体は、

事業の実施地区ごとに運用の別記様式第６号により水田貯留機能向上計画を作成し、別記第

３号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等

に提出するものとする。 

（９） 総合振興局長等は（５）の市町村高度化計画、（６）の農業経営高度化支援事業（指

導事業）事業計画及び（８）の水田貯留機能向上計画を受理したとき又は（７）の通知を受

けたときは、整備計画と併せて、別記第１号様式により、本事業の採択を希望する年度の前

年度の10月末日までに農政部長に提出するものとする。 

（削除） 

 

１ 指導事業については、運用の第４の２の規定により、北海道土地改良事業団体連合会が

実施することができるものとする。 

（以下省略） 

 

第４ 事業の計画等 

（新設）※以下項目名変更（現行１ → 改正１の（１）に変更） 

１ 総合振興局長等は、事業計画作成にあたっては、推進協議会において検討及び調整の

上、内容を定めるものとする。 

２ （省略） 

３ （省略） 

４ 総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）は、運用の第６に規定

する集積・集団化等促進基盤整備計画（以下「整備計画」という。）を作成し、別記第１

号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の10月末日までに農政部長に提出

するものとする。 

５ １の作成にあたっては、推進協議会において検討及び調整の上、内容を定めるものとす

る。 

６ 市町村長は、第１に掲げる事業を実施する場合又は実施しようとする土地改良区、農業

協同組合若しくは農地所有適格法人等がある場合は、市町村高度化計画（別記第２号様

式）を作成し、別記第３号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末

日までに総合振興局長等に提出するものとする。 

７ 北海道土地改良事業団体連合会会長は、指導事業を実施しようとする場合は、農業経営

高度化支援事業（指導事業）事業計画（別記第４号様式）を作成し、別記第５号様式に添

えて、事業の実施を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するも

のとする。ただし、複数の総合振興局又は振興局の区域を対象として事業を行う場合は、

農政部長に提出するものとする。 

８ 農政部長は、４のただし書きにより事業計画を受理したときは、関係する総合振興局長

等に通知するものとする。 

９ 水田貯留支援事業又は水田貯留推進事業を実施しようとする場合、事業実施主体は、事

業の実施地区ごとに運用の別記第４号様式により水田貯留機能向上計画を作成し、別記第

３号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長

等に提出するものとする。 

10 総合振興局長等は３の市町村高度化計画、４の農業経営高度化支援事業（指導事業）事

業計画及び６の水田貯留機能向上計画を受理したとき又は５の通知を受けたときは、整備

計画と併せて、別記第１号様式により、本事業の採択を希望する年度の前年度の10月末日

までに農政部長に提出するものとする。 

11 総合振興局長等は、運用の第７の１に掲げる計画の変更があった場合には、その内容を

踏まえて、整備計画の変更を行うとともに、原則として計画を変更した年度の２月末日ま

 
語句の追加 
 
 
 
項目の新設 
語句の修正 
 
 
 
語句の修正 
 
 
 
項目の削除 
 
項目の変更（以下

（11）まで） 
語句の修正 
 
語句の追加 
 
 
 
 
 
 
番号修正・語句の追

加 
 
 
番号修正 
 
 
 
項目の削除・移行 
第６の１の（１）へ 



3 
 

改正後 現行 備考 
 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（10） 運用第３の２の（３）のエの規定により、農業生産基盤整備事業等の開始年度の前々

年度又は前年度から調整事業を実施する場合は、次のとおりとする。 

ア 市町村長は、調整事業（土地改良区、北海道土地改良事業団体連合会、農業協同組合

又は農地所有適格法人等が実施する場合を含む。）を実施する年度の前年度の２月末日

までに、農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）先行実施調書（別記第８号様式）

を総合振興局長等に提出するものとする。 

イ 総合振興局長等はアの調書の提出があったときは、速やかに農政部長に報告するもの

とする。 

ウ 調整事業の実施主体は、農業生産基盤整備事業等の開始年度の前々年度又は前年度に

行った調整事業の実績について、実施した年度ごとに調査・調整事業先行地区実績報告

書（別記第９号様式）を翌年度の４月末日までに総合振興局長等に提出するものとす

る。 

（11） 法外事業の事業計画の作成及び決定 

ア 総合振興局長等は、運用の別表の区分の欄の２、３のうち法第２条第２号に掲げる土

地改良事業以外の事業（以下「法外事業」という。）を実施しようとする場合には、市

町村長等との協議内容を踏まえ事業計画を決定し、別紙第１号様式に以下の書類を添え

でに農政部長にその旨を報告するものとする。 

12 前項の報告は、以下に掲げる書類を作成し、別記第６号様式に添えて報告するものとす

る。 

（１）計画変更内容説明表（別記第７号様式） 

（２）集積・集団化等促進基盤整備計画総括表（別記第８号様式） 

（３）農業生産基盤整備、農用地の流動化及び経営体育成計画（別記第９-１から９-５号様

式）（変更前・後） 

（４）関係図面（変更前・後） 

（５）その他関係書類 

13 北海道土地改良事業団体連合会会長は、整備計画の変更により指導事業の事業計画と整

合が図られなくなるときは、指導事業の事業計画も変更するものとし、計画を変更した年

度の１月末日までに総合振興局に報告するものとする。 

14 市町村長は、整備計画の変更により市町村高度化計画と整合が図られなくなるときは、

市町村高度化計画を変更するものとし、計画を変更した年度の１月末日までに総合振興局

に報告するものとする。 

15 水田貯留支援事業及び水田貯留推進事業の事業実施主体は、水田貯留機能向上計画を変

更したときは、計画を変更した年度の１月末日までに総合振興局長等に報告するものとす

る。 

16 総合振興局長等は、11、12及び13の変更の報告があったときは、その変更内容を速やか

に、10で規定する書類及び変更前・後の市町村高度化計画の写しを添えて農政部長に報告

するものとする。 

17 運用第３の３の（４）の規定により、農業生産基盤整備事業等の開始年度の前々年度又

は前年度から調整事業を実施する場合は、次のとおりとする。 

（１）市町村長は、調整事業（土地改良区、北海道土地改良事業団体連合会、農業協同組合

又は農地所有適格法人等が実施する場合を含む。）を実施する年度の前年度の２月末日ま

でに、農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）先行実施調書（別記第10号様式）を総

合振興局長等に提出するものとする。 

（２）総合振興局長等は（１）の調書の提出があったときは、速やかに農政部長に報告する

ものとする。 

（３）調整事業の実施主体は、農業生産基盤整備事業等の開始年度の前々年度又は前年度に

行った調整事業の実績について、実施した年度ごとに調査・調整事業先行地区実績報告書

（別記第11号様式）を翌年度の４月末日までに総合振興局長等に提出するものとする。 

 

18 法外事業の事業計画の作成及び決定 

（１）総合振興局長等は、運用の別表の区分の欄の２、３のうち法第２条第２号に掲げる土

地改良事業以外の事業（以下「法外事業」という。）を実施しようとする場合には、市町

村長等との協議内容を踏まえ事業計画を決定し、別紙第１号様式に以下の書類を添えて本

 
項目の削除・移行 
第６の１の（２）へ 
 
 
 
 
 
 
項目の削除・移行 
第６の１の（３）へ 
 
項目の削除・移行 
第６の１の（４）へ 
 
項目の削除・移行 
第６の１の（５）へ 
 
項目の削除・移行 
第６の１の（６）へ 
 
項目・番号の修正 
 
 
 
番号の修正 
 
項目の修正 
 
 
 
番号の修正 
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改正後 現行 備考 
て本事業の採択を希望する年度の前年度の10月末日までに農政部長に提出するものとす

る。 

（ア） 計画概要表（別記第10号様式） 

（イ） 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等（別記第11号様式） 

（ウ） 負担金納入について（別記第12号様式） 

（エ） 造成施設の維持管理について（別記第13号様式） 

（オ） 施設用地の調達方法（別記第14号様式） 

（カ） 別記に記載の受益地を特定する施設等については土地権利調書（別記第15号様

式） 

（キ） その他事業内容等により特に必要とされる書類 

イ （省略） 

 

２ 運用第４の１における事業実施主体が市町村の場合においては、次のとおりとする。 

（１） 市町村長は、事業計画作成にあたっては、推進協議会において検討及び調整の

上、内容を定めるものとする。 

（２） 市町村長は、事業計画の概要について、あらかじめ農地中間管理機構の同意を得

るものとする。ただし、農地中間管理機構からの要請に基づく場合は、農地中間管理

機構の同意は不要とする。 

（３） 市町村長は、事業計画の概要について、その事業の施行に係る地域内に土地改良

施設がある場合、その土地改良施設の管理者である土地改良区、農業協同組合及び農

業協同組合連合会の意見を聴くものとする。 

（４） 市町村長は、整備計画を作成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択を希望

する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等を経由して知事に提出するものと

する。 

（５） 市町村長は、高度化支援事業を実施する場合又は実施しようとする土地改良区、

農業協同組合若しくは農地所有適格法人等がある場合は、市町村高度化計画（別記第

２号様式）を作成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年

度の９月末日までに総合振興局長等を経由して知事に提出するものとする。 

（６） 北海道土地改良事業団体連合会が指導事業を実施しようとする場合、北海道土地

改良事業団体連合会会長は、農業経営高度化支援事業（指導事業）事業計画（別記第

４号様式）を作成し、別記第５号様式に添えて、事業の実施を希望する年度の前年度

の８月末日までに市町村長に提出するものとする。 

（７） 市町村が指導事業を実施しようとする場合、市町村長は、農業経営高度化支援事

業（指導事業）事業計画（別記第４号様式）を作成し、整備計画と併せて、別記第１

号様式により本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末までに総合振興局長等を

経由して知事に提出するものとする。 

（８） 土地改良区が水田貯留支援事業又は水田貯留推進事業を実施しようとする場合、

事業の採択を希望する年度の前年度の10月末日までに農政部長に提出するものとする。 

ア 計画概要表（別記第12号様式） 

イ 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等（別記第13号様式） 

ウ 負担金納入について（別記第14号様式） 

エ 造成施設の維持管理について（別記第15号様式） 

オ 施設用地の調達方法（別記第16号様式） 

カ 別記に記載の受益地を特定する施設等については土地権利調書（別記第17号様式） 

 

キ その他事業内容等により特に必要とされる書類 

 

（２） （省略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
番号の修正 
番号の修正 
番号の修正 
番号の修正 
番号の修正 
番号の修正 
 
 
 
項目の修正 
 
項目の新設 
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改正後 現行 備考 
土地改良区理事長は、事業の実施地区ごとに運用の別記様式第６号により水田貯留機

能向上計画を作成し、別記第３号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年

度の８月末日までに市町村長に提出するものとする。  

（９） 市町村が水田貯留支援事業又は水田貯留推進事業を実施しようとする場合、市町

村長は、事業の実施地区ごとに運用の別記様式第６号により水田貯留機能向上計画を

作成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日

までに総合振興局長等を経由して知事に提出するものとする。  

（10） 市町村長は、（６）の事業計画及び（８）の水田貯留機能向上計画を受理したと

きは、整備計画と併せて、別記第１号様式により本事業の採択を希望する年度の前年

度の９月末までに総合振興局長等を経由して知事に提出するものとする。  

（11） 総合振興局長等は（４）の整備計画、（５）の市町村高度化計画、（７）の事業

計画、（９）の水田貯留機能向上計画及び（10）の計画が提出された場合、その内容

を確認し、本事業の採択を希望する年度の前年度の10月末日までに農政部長に報告す

るものとする。 

（12） 運用第３の２の（３）エの規定により、農業生産基盤整備事業等の開始年度の

前々年度又は前年度から調整事業を実施する場合は、次のとおりとする。 

ア 市町村長は、調整事業（土地改良区、北海道土地改良事業団体連合会、農業協同組合

又は農地所有適格法人等が実施する場合を含む。）を実施する年度の前年度の２月末

日までに、農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）先行実施調書（別記第８号様

式）を、総合振興局長等を経由して知事に提出するものとする。  

イ 総合振興局長等はアの調書の提出があったときは、速やかに農政部長に報告するもの

とする。 

ウ 調整事業の実施主体は、農業生産基盤整備事業等の開始年度の前々年度又は前年度に

行った調整事業の実績について、実施した年度ごとに調査・調整事業先行地区実績報告

書（別記第９号様式）を翌年度の４月末日までに総合振興局長等を経由して知事に提出 

するものとする。 

（13） 市町村長は、法外事業を実施しようとする場合には、事業計画を決定し別紙第１

号様式に以下の書類を添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日まで

に総合振興局長等を経由して知事に提出するものとする。 

ア 計画概要表（別記第10号様式） 

イ 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等（別記第11号様式） 

ウ その他事業内容等により特に必要とされる書類 

 

 

第５ 事業の採択の通知 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 事業の採択の通知 

（省略） 
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改正後 現行 備考 
第６ 事業計画の変更 

１ 第４の１の計画における変更の取扱いについては、次のとおりとする。 

（１）総合振興局長等は、運用の第８の１に掲げる計画の変更があった場合には、その内容を

踏まえて、農地中間管理機構の長及び市町村長の協力のもと、整備計画の変更を行うと

ともに、原則として計画を変更した年度の２月末日までに農政部長にその旨を報告する

ものとする。 

（２） 前号の報告は、以下に掲げる書類を作成し、別記第６号様式に添えて報告するものと

する。 

ア 計画変更内容説明表（別記第７号様式） 

イ 整備計画（変更後） 

（３） 北海道土地改良事業団体連合会会長は、整備計画の変更により指導事業の事業計画と

整合が図られなくなるときは、指導事業の事業計画も変更するものとし、計画を変更し

た年度の１月末日までに総合振興局長等に報告するものとする。 

（４） 市町村長は、整備計画の変更により市町村高度化計画と整合が図られなくなるとき

は、市町村高度化計画を変更するものとし、計画を変更した年度の１月末日までに総合

振興局長等に報告するものとする。 

（５） 水田貯留支援事業及び水田貯留推進事業の事業実施主体は、水田貯留機能向上計画を

変更したときは、計画を変更した年度の１月末日までに総合振興局長等に報告するもの

とする。 

（６） 総合振興局長等は、（３）、（４）及び（５）の変更の報告があったときは、その変

更内容を確認し速やかに、（２）で規定する書類及び変更前・後の市町村高度化計画の

写しを添えて農政部長に報告するものとする。 

（７） （省略） 

（８） （省略） 

（９） （省略） 

（10） （省略） 

（11） 総合振興局長等は、法外事業の事業計画の変更を行うときは、別記に定める変更の内

容を農政部長に報告するものとする。ただし、総合振興局長等は次に掲げる要件に該当

する事業計画の変更を行う場合、手続きを開始する前にその変更内容について農政部長

と協議するものとする。 

ア 事業費の大幅な変動 

変更前又は変更後において事業に係る事業費が５億円以上であって、事業費の変動が

50％以上の増減になるもの。 

イ その他 

特に総合振興局長等が必要と認めたもの。 

（12） （省略） 

（13） （省略） 

第６ 事業計画の変更 

（新設）※以下項目名変更（現行１ → 改正１の（１）に変更） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

１ （省略） 

２ （省略） 

３ （省略） 

４ （省略） 

５ 総合振興局長等は、法外事業の事業計画の変更を行うときは、別記に定める変更の内容

を農政部長に報告するものとする。ただし、総合振興局長等は次に掲げる要件に該当する

事業計画の変更を行う場合、手続きを開始する前にその変更内容について農政部長と協議

するものとする。 

（１）事業費の大幅な変動 

変更前又は変更後において事業に係る事業費が５億円以上であって、事業費の変動が

50％以上の増減になるもの。 

（２）その他 

特に総合振興局長等が必要と認めたもの。 

６ （省略） 

７ （省略） 

 
項目の新設 
項目の移行・新設 
第４の11から移行 
 
 
項目の移行・新設 
第４の12から移行 
 
 
項目の移行・新設 
第４の13から移行 
 
項目の移行・新設 
第４の14から移行 
 
項目の移行・新設 
第４の15から移行 
 
項目の移行・新設 
第４の16から移行 
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改正後 現行 備考 
（14） 新たに法外事業を追加する場合の扱い 

ア 要綱第７の２により既に採択を受けた地区において、総合振興局長等が新たに法外事

業を追加して施行しようとする場合は、第２及び第４の１の（11）の規定を準用す

る。ただし、第４の１の（11）の事業計画書及び必要な書類の提出時期は随時とす

る。 

イ 農政部長は、前項により総合振興局長等から提出があった関係書類の内容を適当と認

めるときは、法外事業道営農地中間管理機構関連農地整備事業計画について（別記第

16号様式）により、総合振興局長等に通知するものとする。 

ウ （省略） 

２ 第４の２の計画における変更の取扱いについては、次のとおりとする。 

（１） 市町村長は、運用第８の２による変更を行う場合には、その内容を踏まえて、農地中

間管理機構の長の協力のもと、整備計画の変更を行うとともに、原則として計画を変

更した年度の１月末日までに総合振興局長等を経由して知事にその旨を報告するもの

とする。 

（２） 前号の報告は、以下に掲げる書類を作成し、別記第６号様式に添えて報告するものと

する。 

ア 計画変更内容説明表（別記第７号様式） 

イ 整備計画（変更後） 

（３） 北海道土地改良事業団体連合会が指導事業実施主体の場合において、北海道土地改良

事業団体連合会会長は、整備計画の変更により指導事業の事業計画と整合が図られな

くなるときは、指導事業の事業計画も変更するものとし、計画を変更した年度の12月

末日までに市町村長に報告するものとする。  

（４） 市町村が指導事業実施主体の場合において、市町村長は、整備計画の変更により指導

事業の事業計画と整合が図られなくなるときは、指導事業の事業計画も変更するもの

とし、計画を変更した年度の１月末日までに総合振興局長等を経由して知事に報告す

るものとする。 

（５） 市町村長は、整備計画の変更により市町村高度化計画と整合が図られなくなるとき

は、市町村高度化計画を変更するものとし、計画を変更した年度の１月末日までに総

合振興局長等を経由して知事に報告するものとする。  

（６） 土地改良区が水田貯留支援事業又は水田貯留推進事業実施主体の場合において、土地

改良区理事長は、水田貯留機能向上計画を変更したときは、計画を変更した年度の12

月末日までに市町村長に報告するものとする。  

（７） 市町村が水田貯留支援事業又は水田貯留推進事業実施主体の場合において、市町村長

は、水田貯留機能向上計画を変更したときは、計画を変更した年度の１月末日までに

総合振興局長等を経由して知事に報告するものとする。  

（８） 市町村長は、（３）の事業計画及び（６）の水田貯留機能向上計画を受理したとき

は、変更後の整備計画と併せて、計画した年度の１月末までに総合振興局長等を経由

８ 新たに法外事業を追加する場合の扱い 

（１）要綱第７の２により既に採択を受けた地区において、総合振興局長等が新たに法外事

業を追加して施行しようとする場合は、第２及び第４の18の規定を準用する。ただし、第

４の18の事業計画書及び必要な書類の提出時期は随時とする。 

（２）農政部長は、前項により総合振興局長等から提出があった関係書類の内容を適当と認

めるときは、法外事業道営農地中間管理機構関連農地整備事業計画について（別記第18号

様式）により、総合振興局長等に通知するものとする。 

（３） （省略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
番号の修正 
 
 
番号の修正 
 
 
番号の修正 
 
項目の新設 
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改正後 現行 備考 
して知事に報告するものとする。  

（９） 総合振興局長等は、（１）、（４）、（５）、（ ７）及び（８）の変更の報告があ

ったときは、その変更内容を確認し、（２）  で規定する書類及び変更前・後の市町

村高度化計画の写しを添えて、２月末日までに農政部長に報告するものとする。 

（10） 要綱第７の２により既に採択を受けた地区において、市町村長が新たに法外事業を追

加して施行しようとする場合は、第２及び第４の２の（13）の規定を準用する。ただ

し、第４の２の（13）の事業計画書及び必要な書類の提出時期は随時とする。 

 

第７ 事業の達成状況報告等 

１ 本事業の達成状況 

（１） 総合振興局長等は、第４の１の事業の達成状況報告において、農業生産基盤整備事

業等が完了した年度から目標年度までの毎年度、当該進捗及び達成状況を翌年度の８

月末日までに別記第17号様式により農政部長に報告するものとする。 

（２） 市町村長は、第４の２の事業の達成状況報告において、農業生産基盤整備事業等が

完了した年度から目標年度までの毎年度、当該進捗及び達成状況を翌年度の７月末日

までに別記第17号様式により総合振興局長等を経由して知事に報告するものとする。 

（３） 総合振興局長等は、（２）の報告があった場合には、その変更内容を確認し、当該

報告のあった年度の８月末日までに、農政部長に報告するものとする。 

２ 水田貯留機能向上計画達成状況報告 

（１） 水田貯留支援事業又は水田貯留推進事業を実施する地区にあっては、事業実施主体は

農業生産基盤整備事業等の完了年度及び第４の１の（８）及び２の（８）又は（９）の水

田貯留機能向上計画に位置付けられた目標年度に、水田貯留機能向上の取組の実施状況を

調査し、当該年度の３月末日までに、別記第18号様式により総合振興局長等に報告するも

のとする。 

（２）総合振興局長等は（１）の報告があった場合には、当該報告のあった翌年度の５月   

末日までに農政部長に報告するものとする。 

 

第８ 助成 

（省略） 

第９ 環境に係る情報協議会 

（省略） 

第10 財産の譲与 

（省略） 

 

第11 その他 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 事業の達成状況報告等 

１ 本事業の達成状況 

総合振興局長等は、農業生産基盤整備事業等に着手した年度から目標年度までの毎年

度、当該進捗及び達成状況を翌年度の８月末日までに別記第19号様式により農政部長に

報告するものとする。 

   （新設） 

 

 

   （新設） 

 

２ 水田貯留機能向上計画達成状況報告 

（１）水田貯留支援事業又は水田貯留推進事業を実施する地区にあっては、事業実施主体

は生産基盤整備事業等の完了年度及び第４の６の水田貯留機能向上計画に位置付けられ

た目標年度に、水田貯留機能向上の取組の実施状況を調査し、当該年度の３月末日まで

に、別記第20号様式により総合振興局長等に報告するものとする。 

（２）総合振興局長等は（１）の報告があった場合には、当該報告のあった翌年度の５月  

末日までに農政部長に報告するものとする。 

 

第８ 助成 

（省略） 

第９ 環境に係る情報協議会 

（省略） 

第10 財産の譲与 

（省略） 

第11 その他 

（省略） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
字句の修正 
番号の修正 
 
項目の新設 
 
 
項目の新設 
 
 
 
字句・番号の修正 
 
番号の修正 
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改正後 現行 備考 
 

附則 

（省略） 

附則 

（省略） 

附則 

１ この事務取扱は、令和７年（2025年） 月 日から施行する。 

２ この取扱要領の施行前の取扱は、なお従前の例による。 

３ 改正後の別記第17号様式の４については、令和７年度以降に本事業の実施に向けた計

画策定に着手する地区（要領別紙２に定める実施計画等策定事業又はこれに類する事

業を行う地区をいう。）又は令和10年度以降に採択する地区について適用し、その他

の地区については、なお従前の例による。 

 

別記 

（第４の１の（11）のアの（カ）関係） 

 受益地を特定する施設 

 営農用水施設及び農業集落環境管理施設（堆肥製造施設） 

  

（第６の１の（11）関係） 

 報告要件 

 （１）侵入防止柵 

ア 計画延長の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （２）農業集落道 

ア 計画延長の20パーセント以上の増減又は基幹道路の配置及び構造の著しい変更 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （３）農業集落排水施設 

ア 計画延長の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （４）農業集落防災安全施設 

ア 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （５）農業集落環境管理施設 

ア 計画面積の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （６）用地整備 

ア 計画面積の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

附則 

（省略） 

附則 

（省略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

別記 

（第４の18（１）のカ関係） 

 受益地を特定する施設 

 営農用水施設及び農業集落環境管理施設（堆肥製造施設） 

  

（第６の５関係） 

 報告要件 

 （１）侵入防止柵 

ア 計画延長の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （２）農業集落道 

ア 計画延長の20パーセント以上の増減又は基幹道路の配置及び構造の著しい変更 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （３）農業集落排水施設 

ア 計画延長の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （４）農業集落防災安全施設 

ア 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （５）農業集落環境管理施設 

ア 計画面積の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （６）用地整備 

ア 計画面積の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （７）環境整備 

 
 
 
 
項目の新設 
 
 
 
 
 
 
 
 
項目の修正 
 
 
 
項目の修正 
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改正後 現行 備考 
 （７）環境整備 

ア 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （８）生態系保全空間整備 

ア 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （９）営農用水施設 

ア 計画延長及び計画日最大給水量の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （10）農作業準備休憩施設 

ア 計画面積の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （11）地域資源利活用基盤 

ア 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

   

（第10関係） 

 １ 道有土地改良財産として譲与の対象となるもの 

（１）農業用用排水施設 

（２）農道 

（３）侵入防止柵 

（４）農業集落道 

（５）農業集落排水施設 

（６）農業集落防災安全施設 

（７）農業集落環境管理施設 

（８）換地手法により捻出された用地を除く用地 

（９）環境整備施設 

（10）生態系保全空間整備施設 

（11）営農用水施設 

（12）農作業準備休憩施設 

（13）地域資源利活用基盤 

 

 

 ２ 道有土地改良財産とならないもの 

換地手法により捻出された用地 

 

ア 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （８）生態系保全空間整備 

ア 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （９）営農用水施設 

ア 計画延長及び計画日最大給水量の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （10）農作業準備休憩施設 

ア 計画面積の20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 （11）地域資源利活用基盤 

ア 総事業費の10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

   

（第10関係） 

 １ 道有土地改良財産として譲与の対象となるもの 

（１）農業用用排水施設 

（２）農道 

（３）侵入防止柵 

（４）農業集落道 

（５）農業集落排水施設 

（６）農業集落防災安全施設 

（７）農業集落環境管理施設 

（８）換地手法により捻出された用地を除く用地 

（９）環境整備施設 

（10）生態系保全空間整備施設 

（11）営農用水施設 

（12）農作業準備休憩施設 

（13）地域資源利活用基盤 

 

 

 ２ 道有土地改良財産とならないもの 

換地手法により捻出された用地 

 

 


